記載例

第１号様式
年　　月　　日　

　大分県商工観光労働部経営創造・金融課長　殿

                                    申請者住所　〒８７０－８５０１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大分市大手町３丁目１番１号
                                    氏　　　名　株式会社県庁食品
代表取締役　大分　太郎　

                                    連絡担当者　　経理担当　大分　花子
                                                  電話番号097-506-3223
令和８年度大分県経営革新加速化支援事業補助事業計画書

上記について、別添のとおり補助事業計画書を提出します。

　　記

１．補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分

    別紙の補助事業計画書のとおり

２．補助事業に要する経費及び補助金交付申請予定額

　　別紙の補助事業計画書のとおり
　（注）補助事業に要する経費には消費税分は含めないこと。


第１号様式の別紙１
１．事業内容
	申請者の名称
	株式会社県庁食品

	代表者氏名
	代表取締役　大分　太郎

	住　　　　　所
	大分市大手町３－１－１

	申　請　区　分
※従業員数が小規模事業者の定義を超える場合は、小規模事業者枠には申請できません。

	■　一　般　枠
	· 小規模事業者枠

	主たる業種
※日本標準産業分類に基づき、
主たる業種の番号(2桁又は3桁)
及び業種名称を記載すること。

	業種番号
(2桁or3桁)
	０９
	業種名称
	食料品製造業

	従業員数
※常時使用する従業員がいなければ、「0人」と記載すること

	２１人
	資本金・出資金
	3,000千円

	実　施　体　制
	書類整備、連絡窓口　　経理担当　大分　花子
事業実施　　営業統括リーダー　豊後　二郎
　　　　　　営業社員　　　　　豊後　三郎



	資金調達の方法
	金融機関からの融資（○○銀行○○支店）

	事　　業　　名
	新商品○○の首都圏への販路開拓事業等



	経営革新計画の進捗状況等
※申請要件の対象となった経営
革新計画の進捗状況、申請補助
事業の経営革新計画における位
置づけ等を記載すること。

	経営革新計画「地域名産品△△を活用した新商品○○の生産体制の確立と販路開拓事業」は、実施から３年目を迎える。当初の計画通り、1年目に生産機器の購入、2年目に営業人員の確保及び販売促進に係る組織体制の整備（統括リーダーの配置等）を行い、販路開拓に向けた素地が整ったことから、今回首都圏へ向けた販路開拓事業を実施するもの。



	経営上の課題
※経営革新計画に係る事業遂行にあたっての課題を中心に記載すること。
	（新商品のマーケティングについて）
地域名産品△△は、当社のこれまでの独自調査及び（株）○○のマーケットリサ-チなどにより首都圏において一定の知名度があることが判明している。現在のところ、健康に対しての意識が強い首都圏の20～30代女性をメインターゲットとして、販路開拓を行う予定であるが、下記展示会でのニーズ調査などを通じ、今後はターゲットをより絞り込んで効果的な販路開拓事業を実施していく必要がある。
（人員及び組織体制について）
前述のとおり、昨年に営業人員の確保及び組織体制の整備を行い、営業販売に特化できる体制を整えた。しかしながら、当社初の試みでもあり、また、社員の経験不足などから、効果的な営業方法等、試行錯誤を繰り返している段階にある。今後は担当人員の営業力・提案力の向上、及び能力を最大限発揮できる組織のあり方について検討を重ねていく必要がある。
（生産体制について）
経営革新計画1年目に購入した生産機器は、月平均○○個の生産が可能である。リスク軽減のため、初年度ではあえて小規模な機械を導入したが、今後、販路開拓が奏功した場合に備え、設備の更新、工程管理などスムーズな増産体制を検討しておく必要がある。また、当然ながら、販路拡大に伴い、衛生管理もより徹底したものとなるよう、管理者の設置やHACCP導入などの検討を進めていく必要がある。



	事　業　日　程


	開始予定　交付決定後　　～　　完了予定　令和７年１２月３１日

	事業内容
及び事業目的
※実施事業ごとに、その内容
（何を）、実施時期（いつ）、理
由（なぜ）、対象（誰に）、実施
方法（どのように）等を具体的
に記載すること。
	（販路開拓事業）
（1） 中小企業診断士○○氏によるコンサルティング（7月～1
月各一回）
　まず、今後の販路開拓に向けた方向性について、首都圏バイ
ヤーとの人脈が豊富な○○氏によるコンサルティングを受ける。
コンサルティングは月に１回とし、下記のホームページ作成及び
展示会出展に至るまで、総合的なアドバイスを受ける予定として
いる。
（２）ホームページ作成（8月)
　地域名産品△△は、首都圏でも一定の知名度を有してはいるも
の、広く浸透しているとまではいえず、いまだ認知していない方
も多い。また、新商品○○の販売を促進するにあたっては、他社
との差別化の観点から、開発に至った経緯、経営者の熱意、安全
面での配慮などを伝える必要がある。これらを前述のターゲット
としている20～30代女性へ向け、効率良く伝達するためのホーム
ページを作成する。まずは、新商品に関する上記のストーリーの
文案を作成し、ターゲット受けのするデザイン、レイアウトを検
討していきたい。事業者の選定後、8月には着手し、下記の展示会
出展時までには完成させる予定としている。
（３）○○展示会出展（1月）
○○展示会は、例年1月に開催され、昨年度開催の際は、延べ
来場者○万人と国内有数の規模となっている。また、若者世代の来客も多く、新商品○○を効果的にPRできる格好の場であると考えられる。また、当該展示会の場で、試食品も用意し、アンケート調査を実施することで、消費者のニーズを汲み取り、その後の商品改良や販路開拓事業へ活用していきたい。



	補助事業遂行に際して必要
となる要件等
※補助事業遂行に際して必要
となる要件又は制約（設備投資、
許認可等）があれば記載するこ
と。
	「○○」についての商標出願を検討中。現在、弁理士等と協議を進めている。当該補助事業は出願後に行う予定としている。


	補助事業と併せて実施する
取組等
※上記の補助事業以外で、補助
事業と併せて実施する取組又は
補助事業完了後に実施する予定
の取組等があれば記載すること
。

	・前述のとおり、前年に配置した営業統括リーダーのマネジメント能力を向上させるため、前年より「営業リーダーマネジメント研修」を受講させている。また、新たに採用した営業社員については、経験を積ませるため、現在はＯＪＴによる育成を中心としているが、より幅広い人脈構築やコミュニケーション能力向上のため、異業種交流会や各種研修会等に積極的に参加させることとしたい。
・展示会におけるアンケート調査で、消費者のニーズをさらに詳細に分析することによって、効果的な販路開拓手法を検討し、補助事業完了後において、さらにターゲットを絞った販路開拓を進めていく予定としている。ホームページについても分析に基づき、デザインのリバイス、SEO対策強化などを検討している。また、補助事業完了後も中小企業診断士○○氏には、引き続き当社の顧問としてアドバイスを受けることとしたい。



	産業財産権等の取得状況
※補助事業又は補助事業と併せて実施する取組に基づく発明、考案等に関して、特許権、意匠権又は商標権等の産業財産権等を出願若しくは取得した（する予定である）場合、当該産業財産権等の内容及び出願等（予定）の日付を記載すること。
	１　実用新案
名　称：●●
登録日：●年●月●日
登録番号：第●●号
２　特　許
　名称：●●
　出願日：●年●月●日（出願審査中）

	事業実施による達成目標
又は期待される効果
※補助事業の達成目標又は期待される効果を具体的に記載すること。なお、「参考」欄は、経営革新計画別表３の数値と突合させること。

	ホームページ作成及び展示会出展により、広く新商品○○の周知が図られる。その後、PV数及びアンケート調査結果等を分析することによって、プロモーションのPDCAサイクルを確立していきたい。具体的には、当補助事業完了時までに、PV数○○件、展示会における商談件数○件を目標としている。
＜参考＞売上、営業利益の達成目標（経営革新計画別表3）
・経営革新計画終了時の決算期（目標値）
　対象決算期：令和7年12月期
　売上高：100,000千円（うち新しい取組分5,000千円）
　営業利益：8,000千円
　売上高営業利益率 8％



	他 の 補 助 金
の 活 用 状 況
※過去の補助金交付状況、現在
の他補助金への申請状況などを
右記の区分に応じてそれぞれ記
載すること。なお、事業実施中
及び申請中（又は申請予定）の
ものについては、当補助事業の
スケジュールと整合性がとれて
いるか、重複している事業がな
いかを必ず確認すること。

	【必須回答】
他の補助金と重複する事業が、当補助事業計画書に記載されていないか。
■　記載されていない。

· 記載されている。
（記載されている場合、申請不可）

・事業実施済のもの（過去5年に係る分のみで可）
令和４年度補正小規模事業者持続化補助金
・事業実施中のもの
なし
・申請中（又は申請予定）のもの
令和元年度補正・令和三年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（当事業とは関連のない既存商品に係る事業にて申請）




２．経費配分                                                        　　　　　（単位：円）
	事業
区分
	  経費
  区分
	補助事業に

要する経費
	  補助対象
  経　　　費
	　補助金交付
  申　請　額
	  備　考


	販路開拓事業・・・


	謝　金
	1,234,567
	1,234,567
	617,000
	

	
	旅　費
	
	
	
	

	
	庁　費
	
	
	
	

	
	ファンド

組成委託費
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	

	
	機械装置等購入費
	
	
	
	

	
	小　計
	1,234,567
	1,234,567
	617,000
	

	商品等改良事業・・・・・


	謝　金
	
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	
	

	
	庁　費
	1,500,123
	1,500,123
	750,000
	

	
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置等借用費
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	

	
	機械装置等購入費
	
	
	
	

	
	小　計
	1,500,123
	1,500,123
	750,000
	

	生産性向上事業


	
	計
	
	
	
	

	
	生産性向上促進事業
	謝　金
	
	
	
	

	
	
	旅　費
	
	
	
	

	
	
	庁　費
	
	
	
	

	
	
	委託費
	
	
	
	

	
	
	機械装置等購入費
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	先進　的機　械装　置活　用事

業・

	謝　金
	
	
	
	

	
	
	旅　費
	
	
	
	

	
	
	庁　費
	
	
	
	

	
	
	先進的機械装置等借用費
	
	
	
	

	
	
	委託費
	
	
	
	

	
	
	機械装置等購入費
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	企業

戦略

再構

築事
業・
	謝　金
	
	
	
	

	
	
	旅　費
	
	
	
	

	
	
	庁　費
	
	
	
	

	
	
	機械装置等改造等費
	
	
	
	

	
	
	委託費
	
	
	
	

	
	
	機械装置等購入費
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	テレワーク推進事業・

	謝　金
	
	
	
	

	
	
	旅　費
	
	
	
	

	
	
	庁　費
	
	
	
	

	
	
	ＩＴ機器等借用費
	
	
	
	

	
	
	委託費
	
	
	
	

	
	
	機械装置等購入費
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	シェアリングエコノミー推進事業
	謝　金
	
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	
	

	
	庁　費
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	

	
	機械装置等購入費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	合　　計
	2,734,690
	2,734,690
	1,367,000
	


（注）委託する場合には、備考欄に委託先名を記入すること。
　なお、上記１、２の他、以下について提出すること。
1 事業内容について、必要に応じ参考資料を添付すること。
2 補助事業に要する経費の積算明細を添付すること。
3 実施主体が任意グループの場合、下記事項を別紙にて添付すること。
  ・任意グループ規約（共同で経営革新計画の承認を受けた場合の計画実施に関する規約）   ・組織図
  ・代表者選任方法及び意思決定方法
  ・補助事業実施等に対する責任の所在（正副各１人記載のこと。）
  ・参加企業概要（参加企業ごとの所在地、代表者、資本総額、従業員数、主たる生産品目・生産額、本事業における役割分担、現有施設(土地・建物等主要設備等)、企業略歴に係る資料）

第１号様式の別紙２
収　支　予　算　書
（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事　　　　　項
	予　　算　　額
	備　考

	県費補助金

	1,367,000
	

	自己負担額

	1,367,690
	

	     合　　　　　計
	2,734,690
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事　　　　　項
	予　　算　　額
	備　考

	販路開拓事業
	1,234,567
	

	商品等改良事業
	1,500,123
	

	生産性向上事業


	生産性向上促進事業
	
	

	
	先進的機械装置活用事業
	
	

	
	企業戦略再構築事業
	
	

	
	テレワーク推進事業
	
	

	シェアリングエコノミー推進事業
	
	

	合　　　　　計
	2,734,690
	


第１号様式の別紙３
誓　　約　　書
私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。　
また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。
（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 暴力団員が役員となっている事業者
（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者
（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者
（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者
（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　　日
大分県知事　　殿
　　　　　　　　
                 　　　         〔法人、団体にあっては事務所所在地〕
　　　　　　　　　　　　         住　　所　大分市大手町３丁目１番１号
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社県庁食品
　　　　　　　　                （ふりがな）だいひょうとりしまりやく　おおいた　　たろう　　　　　　
氏    名        代表取締役　　　　大分　　太郎　　
                                 生年月日　（明治・大正・昭和・平成）　３３年３月３日(男・女）
※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。



記載例





全て押印不要となっております。


事業計画書（第１号様式の別紙１）以外の様式は「02_R8申請様式【事業者名】.xlsx」内


「入力表（応募時）」シートに必要事項を記載の上、ご確認をお願いします。





あくまでも「記載例」ですので、当該記載内容が


採択を保証するものではありません。





注：経費の内容は他添付資料とリンクしていません。








該当する区分にチェック（■）を記載してください。


なお、以下の従業員数（常時使用する従業員）が、「大分県経営革新加速化支援事業費補助金の注意点」p1に定める人数を超える場合は、小規模事業者枠への応募はできませんので、留意してください。








「大分県経営革新加速化支援事業費補助金の注意点」p11記載のあるＵＲＬの業種分類に基づいて記載してください。（業種分類に小分類（３桁）が記載されている業種については３桁までの番号と該当する業種名称をそれぞれ記入してください。）





「大分県経営革新加速化支援事業費補助金の注意点」p11を参考に、「常時使用する従業員」数を記載してください。





当補助事業に携わる担当者を担当業務ごとにお書きください





本事業のタイトルを簡潔にお書きください。





経営革新計画承認から現在に至るまでの状況をできるだけ具体的にお書きください。





経営革新計画に係る課題を中心に具体的にお書きください。なお、課題は当補助事業に関する事柄のみならず、組織、財務等、全般的に幅広くお書きください。





完了予定日は、


　●一般枠・・・・・・令和９年１月３１日


　●小規模事業者枠・・令和９年１月３１日


　※上記以前に経営革新計画が終了する場合はその日付を記載してください。





本事業での取組について、実施事業ごとにその内容（何を）、実


施時期（いつ）、理由（なぜ）、対象（誰に）、実施方法（どのように）


等をできるだけ具体的にお書きください。





当補助事業を進めていく前段階として、必要な要件又は制約があれば、その内容を具体的にお書きください（例：国の補助事業完了後でなければならない、設備投資や許認可が必要等）。





当補助事業の取組以外で補助事業と併せて実施する取組又は補助事業完了後に引き続き実施する予定の取組等を具体的にお書きください。その際、補助事業との相乗効果も併せて記載してください。





経営革新事業に係る産業財産権等の取得状況を記載してください。





当補助事業の目標を数値等を用いて具体的にお書きください。併せて補助事業の実施によって期待される効果（補助事業期間のみならず、将来的な効果も含む。）を具体的にお書きください。なお、「＜参考＞売上、営業利益の達成目標」の数値は、経営革新計画別表3の数値と一致させてください。








該当する項目にチェック（■）を記載してください。


他の補助金と重複する事業が、当補助事業計画書に記載されている場合、申請はできませんので十分に確認してください。





国、県、市町村（団体等も含む）の補助金、助成金等の申請状況を記載してください。その際、年度及び補助金等の名称を明記し、実施済、実施中、申請中（又は申請予定）の各区分に応じ、それぞれ記載してください。なお、実施済のものについては、過去5年において採択等を受けた補助金等に係るもののみの記載で差し支えありません。他の補助金と重複する内容の申請は認められないので、十分留意してください。








注：経費の内容は他添付資料とリンクしていません。








補助事業に要する経費（左欄）と同額





対象経費の


1/2以下（一般枠）（賃上げ枠の場合は2/3以下）


2/3以下（小規模事業者枠）


千円未満切り捨て（各経費区分ごとに切り捨て）　
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